
 

○男女共同参画に関する市民意識調査等の結果から、次のような課題が考えられます。 

現   状 内                                     容 

①少子高齢化が進行し

ている 

○久喜市の総人口に対する６５歳以上の人口の割合(高齢化率)は、平成２５年は２３．３０％、平成２６年は２４．６３％、平成２７年は２５．９７％、平成２８年は２７．０８％で、年々上昇し高齢化は進

んでいる。 

○合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に生む子どもの数）は、平成２５年久喜市は１．１１％、埼玉県１．３３％、全国１．４３％、平成２６年久喜市は１．１３％、埼玉県１．３１％(全国第７位)、

全国１．４２％、久喜市は全国及び埼玉県を下回っている。 

○久喜市の年少人口（１５歳未満）の割合についてですが、国勢調査によると、平成１２年１５．２％、平成１７年１３．４％、平成２２年１２．４％と年々減少傾向にあり、少子化は進んでいる。 

②核家族世帯率が高い ○平成２２年国勢調査によると、久喜市の核家族世帯６６．６％、埼玉県の核家族世帯６２．２％(全国第２位)、全国の核家族世帯５６．３％、と比較しても久喜市の核家族世帯率は高い。 

○平成１７年の国勢調査では、久喜市の核家族世帯率は次世代育成行動計画（後期）によると、平成１７年の１市３町の核家族世帯（夫婦のみの世帯＋夫婦と子どもからからなる世帯＋ひとり

親と子どもからなる世帯）の割合は、全体の６８．１％、埼玉県の核家族世帯６４．４％（全国第２位）、全国の核家族世帯率５７．９％ 

③女性労働力率の出

産・子育て期の落ち

込みがある（Ｍ字度

の変化がある） 

○平成22年国勢調査によると、久喜市の女性の年齢別労働力人口の割合は、減少の幅が小さくなっており、女性就労特有のM字カーブが緩やかになっている。しかし、３０歳から３４歳の女性

の労働力は下がる傾向にあります。 

○平成２８年度市民意識調査では、女性が職業を持つことについて、「結婚や出産に関わらず、仕事を続ける方がよい」とする意見が３５．８％で最も多かった。前回の調査では「子どもができた

ら職業をやめ、大きくなったら再び職業を持つ方がよい」とする意見が４９．６％で最も多かったが、女性が職業を持つことへの考え方に変化が現れてきている。 

④地域での男女共同参

画には進んでいる

が、活動内容によっ

ては性別による偏り

もみられる 

○平成２８年度市民意識調査によると、地域活動に参加したことがあると答えた割合は、６３．８％であり、前回調査と比較すると、６．８ポイント（平成２２年１０月は５７．０％）上昇している。男女別

では、男性は５４．４％（前回調査４５．０％）、女性は５９％（前回調査４８．７％）であり、いずれも過半数を超えている。具体的な活動状況を男女別にみると、自治会、町内会活動が男女ともに

最も割合が高く、男性６２．７％、女性６４．７％となっている。男性は、次いで趣味・教養・スポーツ３９．６％、PTA や子ども会３０．２％の順となっている。女性は、PTA や子ども会５９．０％、趣

味・教養・スポーツ４１．０％の順となっている。特に、PTA や子ども会などの活動については、性別による偏りが見られる。（女性５９．０％に対し男性は３０．２％である。） 

⑤男女共同参画につい

ての若い世代の周知

度は低く、性別役割

分担意識はどちらと

も言えないが多い 

○平成２８年度市民意識調査では、男女共同参画社会の周知度(「内容まで詳しく知っている」「おおよそ知っている」「ことばは聞いたことがある」を含める)が５３．１％と前回調査時５２．０％より

も１．１ポイント増加しているが、若い年代層（２０歳代及び３０歳代）の知らないと答えた人の割合は２０歳代が３５．１％、３０歳代が５８．９％であり、前回調査（２０歳代が５２．６％、３０歳代が５

７．１％）と比較すると２０代は１７．５ポイント高くなっているが、３０代は相変わらず低い。 

○同調査では、性別役割分担意識について「どちらとも言えない・分からない・無回答」と回答する者の割合が３１．０％（前回４５．８％）と最も多い。 

○同調査において家事の主な担い手は女性であると回答のあった家事分担は、食事の支度７８．８％(前回８５．４％)、洗濯７６．８％(前回８３．２％)、食事の片づけ６３．８％(前回７３．３％)、 

掃除６２．１％(前回７２％)の順となっている。前回の調査よりも女性の家事の分担割合は、すべて減少している。 

⑥仕事と生活の調和が

求められている 

○平成２８年度市民意識調査によると、理想とする仕事と生活のバランスは、男女とも「仕事と仕事以外の生活をバランスよくとりたい」とする意見が４５．３％と最も多かった。しかし、理想とする仕

事と生活のバランスの現状をみると、女性は「家庭生活を優先した生活」とする意見が４０．１％と最も多く、男性は「仕事を優先した生活」とする意見が、４１．０％と最も多い。 

○同調査では、仕事と家庭の両立の取組みとして「育児・介護休業など利用できる職場環境をつくること」との回答が４２．８％と最も多く、次いで「子育て支援の充実(保育園などの保育環境の

整備等)」が３３．３％の順となっている。 

⑦政策方針決定の場で

の男女共同参画に性

別による偏りがみら

れる 

○久喜市の審議会等における女性登用率は、平成２８年４月１日現在、３２．１％、平成２８年１０月 1 日現在、３３．７％(前回３３．３％)であり、久喜市が目標としている、「１つの審議会等の女性

登用率を 30％以上、また市全体の審議会等の総数の女性登用率を４０％以上（規則・要綱等による審議会等も含みます）にすること」について、全体では３０％を超えているが、個々の審議

会等における参画状況をみると女性の参画状況に偏りのある審議会や女性委員のいない審議会等がある。 

⑧配偶者等からの暴力

に関する認識にばら

つきがある 

○平成２８年度市民意識調査によると、「電話、メール、郵便物、交友関係を細かく監視する」「何を言っても長期間無視し続ける」ことに対して、暴力の場合とそうでない場合があると暴力に対す

る認識度に違いがある。 

○身体的暴力についての認識はあるが、交友関係等の監視や長期間無視し続けることなどについては、その認識にばらつきがある。 

 

 

 

  

 

 

課  題 

① 市民、事業者及び市の協働により、男女共同参画を推進する必要がある。 

② 男女とも働き方の見直しをする必要がある。(男性の意識改革、男性をとりまく環境の変化が必要) 

③ 仕事と生活の調和(バランス)を進める必要がある。 

④ より一層の男女共同参画意識の啓発を図る必要がある。 

⑤ 教育の場における男女平等教育の推進を図る必要がある。 

⑥ 性別に起因する暴力がなく、生涯にわたり男女が健康な生活を営むことについても配慮された
個人としての尊厳が重んぜられる社会の実現に向けた取り組みが必要である。 

 

久喜市の男女共同参画に関する現状と課題 資料 2 

久喜市男女共同参画を推進する条例(基本理念、責務、市・市民・事業者

との協働、禁止事項など)に即した視点で計画を策定する。 

課題を解決するため

の行動計画を策定 

国 第 4次基本計画において強調している視点 

① 女性の活躍推進のためにも男性の働き方・暮らし方の見直し 

② あらゆる分野における女性の参画拡大、女性活躍推進法の着
実な施行ポジティブ・アクションの実行等による女性採用・

登用推進のための取組み 

③ 困難な状況に置かれている女性の実情に応じたきめ細かな支
援等による女性が安心して暮らせるための環境整備 

④ 男女共同参画の視点からの防災対策 

⑤ 女性に対する暴力の根絶に向けた取組みを強化 

⑥ 国際社会への積極的な貢献 

⑦ 地域における推進体制の強化 



 


